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議
案21

廿日市市国民健康
保険税条例の一部
を改正する条例

原案
可決 25 1 ○○○○○○○○○○○○○○○○ ○○×○○○○○○○議長

議
案25

令和６年度廿日市
市一般会計補正予
算（第８号）

原案
可決 25 1 ○○○○○○○○○○○○○○○○ ○○×○○○○○○○議長

議
案1 令和７年度廿日市市一般会計予算

原案
可決 25 1 ○○○○○○○○○○○○○○○○ ○○×○○○○○○○議長

議
案2

令和７年度廿日市
市国民健康保険特
別会計予算

原案
可決 25 1 ○○○○○○○○○○○○○○○○ ○○×○○○○○○○議長

議
案36 財産の取得について

原案
可決 25 1 ○○○○○○○○○○○○○○○○ ○○×○○○○○○○議長

� 〔表示例〕　○…賛成　　×…反対　　欠…欠席　　議長…議長職

会期 �令和７年２月12日～３月11日の28日間
令和７年第１回定例会の議案等のうち賛成・反対が分かれたものについて、各議員の賛否の状況を
お知らせします。その他の議案等は、全会一致で可決・同意となりました。

〈議決結果〉

女性差別撤廃条約選択議定書の批准を求める意見書（要約）
　女性差別撤廃条約選択議定書は、女性差別撤廃条約の実効性を高めるために平成11年（1999年）
の国連総会で採択され、現在、締約国189か国中115か国が批准している。
　選択議定書では、条約締約国の個人または集団が、条約で保障された権利の侵害を女性差別撤
廃委員会に直接申し立てすることができ、委員会が内容を審議し通報者と当事国に「見解」「勧告」
通知する制度を定めている。女性差別撤廃条約の締約国は、「女性に対する差別を撤廃する政策
をすべての適当な手段により、かつ、遅滞なく追及することに合意」していることから、国連の
女性差別撤廃委員会や国連人権理事会は、日本政府に対し、同条約選択議定書の批准を重ねて勧
告している。
　我が国の取り組みスピードは、国際的に大きく遅れており、政府が直ちに、強力に取り組むべ
きである。よって、政府に、女性差別撤廃条約選択議定書を批准するよう強く要望する。

議会の意思を国政へ
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